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寄稿1

アジア知的財産判例検索シ ステムの
概要と運用の状況

1. プロジェクトの目的と手段

本プロジェクトの目的は、国際条約を基礎に形成

され、各国の法規範が一定の普遍性を有している知

的財産法の領域において、研究者や実務者が共通の

素材を用いて、国際的な知的財産法の発展に資する

ための議論を行うことができる手段を提供すること

にある。そのために、アジア諸国の知財判例につい

て、各国の研究者や実務者が認める重要判例を収集

し、要約・評釈を加え、それを英語に翻訳したもの

を、 W E B上で万人が無料でアクセス可能なデータベ

ースとして構築することにした。また、本プロジェ

クトは日本の知財判例の英訳プロジェクトも含んで

いる。従来、日本の知的財産の判例を系統立てて英

語に翻訳するという試みはなされてこなかった。こ

の点、本プロジェクトは、欧米の判例と比べても引

けを取らないレベルにあるにもかかわらず、「言語の

壁」に阻まれて世界に紹介されてこなかった日本の

判例を、世界的にアピールするという意義も有して

いる。なお、このような英語による知的財産関係判

例のデータベースは、米国ではウェストローやレク

シスなどの有料データベースとして存在するが、ヨ

ーロッパはむしろ言語の壁が厚く、異なる言語によ

る知的財産関係判例を系統立てて英訳してデータベ

ース化することは極めて困難であるとされているこ

とから、有料データベースを含めて存在していない。

はじめに

文部科学省が採択した2 1世紀C O Eプログラムによ

り早稲田大学に設立された《企業法制と法創造》総

合研究所では、アジア地域の知的財産分野の一大研

究拠点となることを目指して、知的財産法制研究セ

ンター（Research Center for the Legal System of

Intellectual Property. 以下、R C L I Pという。）を2 0 0 3

年に設立した。

R C L I Pは、知的財産法制を含むわが国の法制の立

案が常に政府・官僚主導で行われて来たことへの

反省から、独立した民間の立場から政策提言を行

いうる研究組織を形成し、知的財産法制の適正な

発展を図ろうという目的意識の下で、様々な企画

を実施している。 国家レベルの政策論議に真正面

から参加するためには、単に政府・官僚主導で立

案された政策を検証して、あるいは第三者から提

供される情報のみを基礎として研究をして、結局

は既定の方向にお墨付きを与えるだけになるとい

うことのないように、大学機関が主体的に集積し

構築した情報やネットワークを基礎として、現状

の問題点を探索し議論を積み重ねた上で、創造的

かつ有益な政策提言を行っていくことが必要とな

る。こうした観点から打ち出したプロジェクトの

ひとつが、日本の判例を含む英語によるアジア知

的財産判例検索システムであった。
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と比べると40％の増加となるという2）。このように、

中国における急速な経済の発展は、知的財産権関連

訴訟の絶対数を増加させ、判例もかなり集積してい

る状況にあり、これに対する海外研究者や外国企業

の関心も高まっている。他方、中国では、最高人民

法院による司法解釈が重要な拘束力を有するとされ

ている。ただ、事前の解釈は必ずしも万能ではなく、

具体的な適用においてどのような判断がなされてい

るのかという点を知ることはなお重要な意義を有す

るであろう。この点、判例の状況を知る場合に、中

国語を用いたものであれば、現在でも幾つかの判例

集やデータベースが存在している。しかし、中国語

を理解できない外国人にも利用可能な統合的データ

ベースは存在していない。また、中国は判例の数も

膨大であり、データベースとはいえ権威者による一

定の視点からの選別作業が不可欠である。このよう

にして収集した判例を英語によりデータベース化

することは、中国の判例を英語という言語で相対

化することで、より客観的な分析をすることが可

能となり、今後のアジアにおける知的財産法の発

つぎに、本プロジェクトの手法の概略について述

べよう。R C L I Pでは2 0 0 3年度から上記プロジェクト

に取り組み、 大学院法学研究科の若手研究者が、

直接当地を訪問して関係者と直接面談することによ

り、中国、タイ、インドネシアにおいてプロジェク

ト遂行のための人的・物的な基盤を構築してきた。

プロジェクトの作業は、基本的に、（1）当該国の学

者、実務者等が当該国の重要判例を選別し、それぞ

れの内容を一行程度にまとめ、3 0 0件程度の判例リ

ストの作成し、（2）早稲田大学の研究者ないし当該

国の実務者が判例リストを第三者的立場からチェッ

クし、翻訳するに値する判例を選別した後、（3）当

該国の学者や法曹実務者が統一されたフォーマット

を基礎として判例を要約し、その後、（4）判例要約

を翻訳し校閲、（5）万人が閲覧可能なインターネッ

ト上にデータベースとして公開するという手順で進

めている。R C L I Pでは、これら3カ国以外の東アジ

ア諸国における重要判例の収録も計画しており、最

終的には、アジアを代表する知財判例データベース

として、世界的規模での研究に寄与することを目指

している。以下に、現段階における各国の進捗状況

を紹介したい。

（1）中国1）

近年、中国の知的財産権法制度は急速に発展して

いる。2 0 0 1年1 2月のW T O加盟後、中国における知

的財産権保護の取り組みについては、中国国内のみ

ならず、世界的にも関心が集まっている。従来、中

国では、比較的に強力な職権を有する「強い行政」

が、知的財産権に関する全国レベルでの保護を実施

してきた。しかし、近時では、司法の利用の拡大傾

向も存在している。実際、1 9 9 8年から2 0 0 2年まで、

中国各レベルの裁判所が結審した知的財産権関連民

事案件は合計2 3 , 6 3 6件であり、それより過去の5年間

1）中国版のプロジェクト概要については、安藤和宏「中国知財判例データベース構築プロジェクトについて」季刊企業と法創造

1巻2号（2 0 0 4年4月）5 5頁参照。中国については、早稲田大学大学院法学研究科博士課程の袁藝氏（当時。現在は東海大学、

専修大学、駿河台大学非常勤講師）と安藤和宏氏が担当してプロジェクトを進行している。

2）張暁都〔翻訳：袁藝〕「中国の裁判所および上海の裁判所における知的財産権保護の概況」季刊企業と法創造1巻2号（2 0 0 4年4

月）68頁参照。

清華大学法学院副委員長の王兵教授（写真中央）との記念撮影

（2 0 0 3年1 1月2 5日、清華大学にて）
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る。これも含めた中国知的財産権判例約2 8 3件が、

2 0 0 5年秋季までにデータベースに搭載される予定

である。またこれと並行して、2 0 0 5年度以降も、

裁判所より出される新規重要判例を順次追加してい

くことになっている。

（2）タイ3）

タイでは知的財産紛争の解決に際して刑事的救済

を志向する傾向にある。事実、中央知的財産国際

貿易裁判所（Central Intellectual Property and

International Trade Court：以下、I P＆IT 裁判所と

する。）に提起される事案の9 6％以上は刑事事件で

ある。日本では一般的に知財判例において刑事事

件を分析の対象とすることは少ない。事案の事実

関係と法の適用が明白であり、知財プロパーの論

点がほとんど問題とならないためである。しかし、

タイの場合にはこの刑事事件の性質が異なってい

ることに注意したい。刑事訴訟が多いのは、私人

訴追が認められ、また被害者が刑事事件において

共同訴追者となることができる等のタイ特有の法

制度が背景となっているためである4）。そのため、

確かに量刑が問題となっている事案は多いものの、

多くの判例が知財研究の対象とならないというこ

とはない。むしろ、タイは、アジアでは先駆けて

展において重要な意義を有することになる可能性

も秘めている。

中国は広く、また地域によって判例の状況も異な

る。そこで、中国での作業については、知的財産権

判例をそれぞれ（1）北京地域の（i）特許権判例、

（i i）商標権判例、（i i i）著作権判例、（2）上海および

周辺地域の知的財産権判例、（3）広東地域の知的財

産権判例の5つの領域に大きく分類した。そして、

それぞれの地域について、（1）北京大学の張平助教

授、人民大学の郭禾教授、 清華大学の王兵教授、

（2）復旦大学（上海）の張乃根教授および（3）中山

大学（広州）の李正華助教授に協力を求めた。各先

生方には当プロジェクトが相互の学術の発展に大い

に貢献すると確信し、連携を快諾していただいた。

2 0 0 4年7月に、R C L I Pは北京大学、人民大学、清華

大学、復旦大学および中山大学とデータベース構

築プロジェクトに関する協定を締結した。上記5名

の先生方が率いる中国D Bプロジェクトチームは、

学者の視点から、膨大な量におよぶ中国の知的財

産権判決から最重要判決を選出する作業にあたっ

た。この最重要判決の選出作業および要約作業は

すでに完了しており、北京大学の張平助教授のチ

ームが北京地域の特許権関連判例5 0件、人民大学

の郭禾教授のチームが北京地域の商標権関連判例

6 2件、清華大学の王兵教授のチーム

が北京地域の著作権関連判例6 4件の

要約をそれぞれ完成、また、復旦大

学の張乃根教授のチームおよび広州

中山大学の李正華教授のチームが、

それぞれ上海地域および広東地域の

最重要判例約6 0件の要約を完了して

いる。現在、英訳作業がスタートし

た段階にあり、第一弾の約1 0件の判

例（北京地域の特許権関連判例）は

すでにデータベースに搭載されてい

3）タイ版のプロジェクト概要について、今村哲也「タイ王国判例調査報告」季刊企業と法創造1巻2号（2 0 0 4年4月）5 9頁参照。

タイについては、今村と三浦由美子氏（COE研究協力員）が担当してプロジェクトを進行している。

4）ジュンポン・ファンスムリット『知的財産権のエンフォースメント：刑事罰に関する日タイ比較研究』（（財）知的財産研究所、

1998年3月）21頁参照。

2 0 0 4年3月2 3日に早稲田大学で開催された「タイ判例データベース企画会議」にて握手す

る高林龍教授（右から3番目）とタイ王国・I P & I T裁判所長官（当時／右から4番目）パトラ

サック氏。現長官はスウィーチャ氏（右から5番目）。
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催した。インドネシア側の中心はインドネシア大学

I Pセンターのパルリアン・アリトナン氏が集めた同

氏を含む5名のメンバーであり、学者・検事・知財

総局担当者により構成されている。現在、データベ

ースに掲載すべき判例の一覧を作成中である。

一方、現在、インドネシア最高裁判所との直接の

協力関係の構築も進めている。これは2 0 0 5年1月末

に研修のために東京を訪問中であるインドネシア最

高裁判所のアブドウル・カディル準長官らと面会し

たことが契機となったものである。会合ではデータ

ベースプロジェクトの趣旨に対する賛意とともに、

本プロジェクトに協力をしたいとの申し出があっ

た。そのため、2 0 0 5年3月末にジャカルタにある最

高裁判所を訪問し、チーム形成に関する協議を行う

こととなった。最高裁判所の直接の協力関係があれ

ば、判例が容易に入手できることになる。R C L I Pで

は、これまで進めてきたインドネシア大学I Pセンタ

ーとの協力と関連づけることにより、研究教育と実

務とを連携させ、インドネシアにおける知財研究の

一大拠点を構築することも目指している。

知的財産権の紛争処理を行う専門裁判所を設置す

るなど知的財産の問題について積極的に取り組ん

でおり、また、I P＆IT 裁判所や最高裁判所におい

て知財を専門に扱う裁判官の大部分は海外での留

学経験を有しており、その問題意識や能力には極

めて高いものがある。そこでの判例の状況を知る

ことには十分な意義が存在する。

R C L I Pでは、2 0 0 3年1 2月と翌2 0 0 4年1月末にタイ

のI P＆IT 裁判所を訪問し、共同プロジェクトを実

施するための会議を開催した。その後、2 0 0 4年3月

には早稲田大学においてI P＆I T裁判所長官との間で

正式に協定を締結し、本格的に共同プロジェクト

が開始し、I P＆I T裁判所において裁判官ら1 0名より

構成されるタイ英語データベース委員会が設置さ

れた。2 0 0 4年5月末、I P＆I T裁判所から裁判官を招

聘し、事前に提出された判例リストを基礎として

判例を選別する作業を行った。2 0 0 5年7月に最初の

3 0件の判例が要約しかつ翻訳され、2 0 0 5年4月1日

現在、1 5 8件の判例がデータベースに搭載されてい

る。2 0 0 5年春期中には更に5 0件の判例を追加する

とともに、これと並行して、2 0 0 5年度以降も、裁

判所より出される新規重要判例を順次追加する予

定である。

（3）インドネシア5）

インドネシアでは知的財産権についての事件自体

が少なく、研究が遅れているという現状にあるとい

われる。また、判例は広く公開されておらず、入手

が困難な状況にあるといわれる。そのため、どのよ

うにして判例を入手することができるのかというこ

とが課題であった。当初、R C L I Pでは、インドネシ

ア最高裁判所や司法人権省等の協力を背景に、イン

ドネシア大学 Institute for Law & Technology を中心

にD Bプロジェクトに係る実働チームの形成を依頼

した。インドネシア側のメンバーの顔ぶれがおおよ

そ決定した2004年末12月、ジャカルタにて会合を開

5）インドネシア版のプロジェクト概要について、青柳由香「インドネシア知的財産事件データベース構築プロジェクトの進捗状

況について」季刊企業と法創造1巻2号（2 0 0 4年4月）6 4頁参照。インドネシアについては、早稲田大学大学院法学研究科博士

課程の青柳由香氏と安藤和宏氏が担当してプロジェクトを進めている。

インドネシア大学Intellectual Property Rights Clinics講師のパルリア

ン・アリトナン氏（右）、同大学Research Inst itute for Law &

Technology Vice Directorのエドモン・マカリム氏（右から2番目）と

の記念撮影。2 0 0 4年1 2月、インドネシア大学にて。
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たフォーマットが確立しているために、新たに第

三国の判例を追加していく場合にもデータの追加は

容易である。現在の懸案事項は、商標の事案等にお

いて図をどのように表示するのかという点である

が、この点も解決する方向で作業を進めている。

（2）利用方法

システムの利用の仕方はきわめてシンプルであ

る。まず、次のU R Lアドレスにアクセスする。U R L

アドレス：h t t p : / / w w w . 2 1 c o e - w i n - c l s . o r g / r c l i p /

db/search_form.php

次に、（1）C o u n t r y／C o u rt（国／裁判所）、（2）

K e y w o rd（キーワード）、（3）Case Number（事件番

号）、（4）Decision Date（判決年月日）、（5）Type of

R i g ht（権利種別）、（6）Type of Litigation（訴訟分類）

等の検索条件を指定する。すると検索結果を一覧で

表示でき、そこから各判決などを探すことができる。

例えば、タイにおける新規性（N o v e l t y）の判断

がどのようになされているのかを知りたい場合、次

のように検索すればよい。

Ⅰ C o u n t r yの欄から、T h a i l a n dを選択し、K e y w o r d

にN o v e l t yと入力する。なお、大文字と小文字は

区別しない。

Ⅱ Type of Rightから、Patent Right、Utility Model

Right、Design Right および Other を選択する。

Ⅲ Type of Litigation については、ひとまず、すべて

を選択する（Type of RightとType of Litigationに

ついて不明な場合が多いかもしれない。その場

合、すべての種目を選択すればよい（以上につ

いて、【図1】参照））。

Ⅳ 項目入力後、Search をクリックする。5件の判例

が表示される（【図2】参照）。

Ⅴ 詳細を知りたい場合、more details をクリックす

ると、【図3】のように、（1）事件名、（2）C o u n t r y／

C o u r t（国／裁判所）、（3）Case No.（事件番号）、

（4）日本

最高裁判例の翻訳プロジェクトについては、最高

裁判所、（財）知的財産研究所、ワシントン大学先

端知的財産センター（The Center for Advanced Study

and Research on Intellectual Property：C A S R I P）と協

議の場を設定し、数度の会合を重ねながら、協力し

て進めた。このプロジェクトでは、まずは最高裁判

例の知的財産関係の公刊された判例の全件を全訳

し、次いで下級審の重要判例を選択して要約して翻

訳していくことにしている。2005年4月1日現在、既

に若干の判例を搭載し、（財）知的財産研究所のウ

ェブサイトで稼働を開始している6）。これらのデー

タベースはすべて無料で検索・利用することができ

る。R C L I Pのアジア知的財産判例検索システムの

W E Bサイトとは相互にリンクするが、データ自体

の相互共有やシステムへの組み入れについては今後

の検討課題である。

3. システムの概要と運用の状況

（1）システムの概要　

アジア知的財産判例システムはインターネットに

おいて無料で提供している。また、システム自体の

構築については、可能な限りコストを節約したため

費用はほとんどかかっていない7）。各国には統一さ

れたフォーマットでの要約および翻訳の作成を依頼

しており、それぞれ（1）事件名、（2）C o u n t r y／

C o u rt（国／裁判所）、（3）Case No.（事件番号）、（4）

Decision Date（判決年月日）、（5）P a r t i es（当事者）、

（6）F a ct（事実）、（7）I s s ue（争点）、（8）Holding and

D e c i s i on（判決および決定）、（9）Editor's Analysis

（分析）、（1 0）O t h e rs（翻訳者および要約者等）をエ

クセル形式のファイルで入力していただいている。

そのため、データができ次第、すぐにデータベース

に搭載することが可能な状況にある。また、統一し

6 ）（財）知的財産研究所のWEBサイト参照。URLアドレス：http://www.iip.or.jp/

7）システム構築に際しては、《企業法制と法創造》総合研究所W E B担当（当時）中村涼子さんの尽力によるところが大きい。

記して感謝する次第である。
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た Keyword にはそれぞれ印が付されている。

Ⅵ 画面右上の「Click here to PDF version」をクリ

ックすると P D Fファイルが自動作成されるため、

プリントアウトしたり、データをメールで送信

したりする場合に便利である。

（4）Decision Date（判決年月日）、（5）P a r t i e s（当

事者）、（6）F a c t（事実）、（7）I s s u e（争点）、（8）

Holding and Decision（判決および決定）、（9）

Editor's Analysis（分析）、（1 0）O t h e r s（翻訳者お

よび要約者等）が表示される。検索の対象とされ

【図1】

【図2】

【図3】



ア　
ジ　
ア　
知　
的　
財　
産　
判　
例　
検　
索　
シ　
ス　
テ　
ム　
の　
概　
要　
と　
運　
用　
の　
状　
況　

71 tokugikon  2005.5.13. no.237

むことができる。また、季刊で研究会の概要やプロ

ジェクトの進捗状況等を紹介したニュースレター

（下図）を日本語及び英語で発行しているので、希

望される方は登録していただければ幸いである

（ R C L I P の H P ： h t t p : / / w w w . 2 1 c o e - w i n -

cls.org/rclip/）。

おわりに

知的財産法は、パリ条約やベルヌ条約といった

ような国際条約を基礎に形成されているため、各

国の法規範が一定の普遍性を有している。しかし、

アジア諸国は、日本語、中国語、韓国語、タイ語、

インドネシア語等、言語の壁に挟まれて、共通の

議論がしにくい状況にある。本プロジェクトでは、

4. 研究会、セミナー等の開催

R C L I Pの活動は大分して3つから成り立ち、上記

の（i）データベース構築に加えて、（i i）アジア諸国

において知的財産に精通した若手研究者を育成する

こと、（i i i）独立系シンクタンクの立場に基づく知的

財産に関する政策提言を実施することにある。

（i i）の若手研究者の育成として、2 0 0 4年度には4名

のR C L I Pの助手やリサーチアシスタントが若手研究

奨励費を得て、中国、タイ、オーストラリア等に赴

き、知的財産の専門分野の調査研究を行うとともに、

現地での若手研究者とのネットワーク構築、共同研

究の実施を図っている。これらの成果は「季刊企業

と法創造」誌に遂次掲載される予定である。また、

（i i i）の政策提言に向けた具体的な活動としては、

2003年12月に東京地方裁判所との「日米知的財産模

擬裁判」共催し、2 0 0 4年3月には「I Pエンフォース

メント in アジア」と題したシンポジウムを開催し

た実績がある8）。このほか、定期的（月1回）に国内

の講演者を中心とした「R C L I P研究会」ないし海外

から招聘した講演者を中心とした「R C L I P特別セミ

ナー」を開催している。研究会やセミナーにおける

講演は、いわゆる政府主導ではない独立シンクタン

クと位置付けるわが研究センターの目的意識を基礎

として、あるべき知的財産法制のあり方について自

由な立場から提言をして頂くことを予定している。

また、その成果は論文として、今秋商事法務から別

冊N B Lとして創刊される知財年報誌に登載する予定

である。

本年度は、判例データベース構築に携わった関係

者をアジアから招聘し、これまで収集した判例を基

礎としたアジア各国の知財セミナーも開催する。初

回は秋期以降、タイから関係者を招聘し開催するこ

とを予定している。

これらの研究会やセミナーはすべて無料であり一

般の参加者も聴講できる。参加はW E Bから申し込

8 ）「日米知的財産模擬裁判」と「 I Pエンフォースメント in アジア」の開催状況については、季刊企業と法創造1巻2号『知財法

制研究』（2 0 0 4年4月）を参照。なお、日米知的財産模擬裁判の模様の日本版及び米国版の映像は、近日中にパスワード管理

等を施した上でRCLIPのWEBを介して無料配信を開始する予定である。
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それを克服するために、アジア諸国の知的財産判

例について、各国の研究者や実務者が重要と認め

る判例を選別し、要約・評釈を加え、それを英語

に翻訳したものをW E B上で万人が無料でアクセス

可能なデータベースを構築しようと考えた。それ

により、アジアの研究者や実務者が共通の素材を

用いて、知的財産法の発展に資するためのアジア

発のグローバルな議論を行うことを可能とするた

めである。また、我が国も含め、自国の判例を他

国語に置き換え、相対化して読むことで、新たな

発見も多々あることだろう。

R C L I Pの予算規模は小さいが、設立後わずか1年

半の間にデータベースの稼働を始め、目に見える

成果が次々と誕生している。これはR C L I Pに結集し

てくれた多くの若くて優秀な研究者らの協力と、

当初は無謀とも思えた企画の趣旨に賛同して、実

費のみで献身的に協力してくれている各国の研究

者、実務者の方々のお陰である。この我々の努力

の結晶であるデータベースが、世界の知的財産法

制のよき発展に寄与することができれば望外の幸

せである。また、さらなる企画の進展と充実のた

めに、知的財産に関係する方々から資金的なご協

力を頂けることを大いに期待している。ご協力頂

ける場合は高林（s a i b a n @ w a s e d a . j p）宛にご連絡下

さい。

pro f i l e
高林　龍（たかばやし りゅう）

1 9 5 2年生まれ。早稲田大学法学部卒業、司

法修習生（第3 0期）、その後、東京地方裁判

所判事補、松山地方裁判所判事、最高裁判

所調査官などを経て、現在、早稲田大学法

学部・大学院法務研究科教授。主著として、

『標準特許法』（有斐閣）がある。

pro f i l e
今村 哲也（いまむら てつや）

1 9 7 6年生まれ。早稲田大学法学部卒業、同

大学大学院法学研究科修士課程修了。現在、

同大学院法学研究科博士課程在学中、同大

学大学院法学研究科助手。（社）日本国際知

的財産保護協会客員研究員。


